
く現行J

住民の献血-の理解を深めること,都道府県や採血事業者と協議した上でl献血

会場を確保することが重要であるo

採血事業者は-国及び地方公共団体の行う献血推進の取組に積極的に協力する

ことが重要であるoまた,採血事業者は1献血受入計画を作成し,献血受入体制

を着実に整備し,献血の受入れに関する目標を達成するための措置を講じること

が必要であるo例えば,採血時の安全性の確保,事故-の対応,献血者の個人情

報の保護等献血者が安心して献血できる環境の整備,採血に際しての血液検査に

よる健康管理サ-ビスの充実及び献血者登録制度による献血者との連携の確保

を図ることが重要である.また,希少血液の確保に引き続き取り組むことが求め

.ノられるo

官公庁及び企業等は,ボランテイア活動である献血に対し積極的に協力を呼び

掛けるとともに,献血のための休暇取得を容易にする等1進んで献血しやすvl環

境作りに努めることが望ましいo

国及び地方公共団体は,採血事業者と連携し,出張採血や献血車両を駐車する

場所の確保などを図るため-関係者に対しl積極的に協力を呼び掛けることが求

められる,またl国及び地方公共団体はl学校においても,献血-の理解を図る

ことに留意することが重要であるo

医療機関においては,患者又はその家族に対して十分な説明を行v-1その理解
と協力を得ることを前提とした上.で,献血を推進する観点から,国内の献血に由

来する血液製剤を適正に使用することが望ましいb

三 献血推進施策の進捗状況等に関する確認及び評価

国及び地方公共団体は,献血推進施策の進捗状況に-3いて確認及び評価を行う

とともに,採血事業者による献血の受入れの実績についての情報を収集する体制

.を構築しl必要に応じ-献血推進施策の見直しを行うことが必要であるo

四 災害時における献血の確保等

国及び地方公共団体は1災害時における献血が確保され,血液が適切に供給さ

れるよう所要の措置を講ずるものとするo

採血事業者は,災害時における献血受入体制を構療し1各採血所間における需

給調整が迅速にできるよう備えることにより-災害畔こおける献血量の確保に協
力する必要があるo

- 血液製剤の襲造及ぴ供給に関する基本的な考え方

血液製剤の側削羊当たって臥緊急時の輸入や国内で製造が困難な血液製剤の
輸入等やむを得ない場合を除きl原則として海外の血液に依存しなくても済むよ
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